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公務員の職務意欲の促進を図る自治体政策の実証分析

畑田 和佳奈＊

Ⅰ．はじめに

行政組織で働く公務員の職務に対する積極性

や意欲を促進することは、行政組織の限られた

資源を有効に活用し、行政活動の質の向上を図

る上で重要である。こうした認識のもと、近年

自治体では職員の職務意欲の向上や組織の人的

資源の活用を目的とした取組みが進められてい

る。職員の職務意欲の向上を目的に、多くの自

治体で導入が進められているものとして、職員

提案制度と庁内公募制度がある。いずれも職員

の発意を政策形成や人事政策に組み入れる取り

組みで、職員の主体性や自主性を尊重する点で

共通している。

これまで、公務員の職務意欲を促進する取り

組みや制度に関する研究は少なく、とりわけ職

員提案制度や庁内公募制度を職務意欲の促進の

観点から分析する研究はほとんどない。そこで

本稿では、前半において職員提案制度と庁内公

募制度を対象に、職員の職務意欲に関する自治

体政策の意義を明らかにする。具体的には、公

務員の職務に対する動機づけに関する理論や先

行研究から両制度の意義を解明する。

そして後半では、職員提案制度や庁内公募制

度の実証分析を行う。両制度は、全国的にみる

と、自治体によって導入状況や実施状況に大き

なばらつきが見られる。例えば、庁内公募制度

は、調査対象となった市区のうち、取り組まれ

ている市区は３３％にとどまっている。こうした

自治体による両制度の取り組みの差は、どのよ

うな背景や要因から生じているのだろうか。取

り組みが進む自治体の特徴を分析することは、

取組みの促進要件や環境整備を検討する上で意

義を持つと考える。本稿では、全国市区を対象

とした調査データを用いて、両制度の政策要因

を実証的に分析する。

次章�では、公務員の職務意欲に関する理論

を整理し、職員提案制度と庁内公募制度の意義

を理論的に解明する。続く�では、全国の市区

を対象とした職員提案制度および庁内公募制度

の実施状況に関する調査結果を用い、実証分析

を行う。�では、分析の結果を示したうえで考

察を行う。

�．公務員の職務意欲に関する理論と
政策

１．公務員の職務意欲に関する理論

職員の公的活動の動機づけに関する理論とし

ては、「Public Service Motivation（以下、PSM）」

として多くの研究成果がある。PSMは「自己

の利益や組織の利益を超え、より大きな国家の

利益（公益）のために、適切に行動するよう個

人を動機づける信念や価値観、態度」と定義さ
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れる（Vandenabeele，２００７）。PSM研究では、PSM

を測る尺度や、PSMの高低と職務行動との関

連等が研究されている。

� 政策形成の機会と職務意欲

PSM研究では、公的活動を担う職員の職務

意欲について、PSMの測定尺度が実証的に検

証され、４つの主要な視点が設定されている

（Perry，１９９６；Kim，２００９）。「政策形成への意

欲」「公益や市民の義務に対する寄与」「思いや

り」「自己犠牲」である。これらの視点に沿っ

てそれぞれ指標が設定されており、指標の値が

高いほど PSMが高いと判断される。

Perryによる PSMの計測指標では、主要な視

点の一つとして「政策形成への意欲」が設定さ

れている。つまり、公的活動を担う主体が、政

策形成に対してより積極的であるほど、PSM

が高いと判断される。この研究からは公的活動

への意欲に政策形成に対する積極性が強く関連

することが示唆されている。

さらに、PSMが公務員の職務のパフォーマ

ンスに与える影響を分析した研究（Naff and

Crum，１９９９；Vandenabeele，２００９）によると、

PSMが高い職員は仕事の満足度が高い。そし

て、仕事の満足度は業務のパフォーマンスにも

正の影響を有することが明らかになっている。

Leisink and Steijn（２００９）は、PSMの高低が

職員の具体的業務状況とどのように関連するか

を分析している。研究では職員の具体的な業務

状況を測る際、「努力することへの意欲」に寄

与する尺度として、「改善のための提案をする」

という指標を設定している。課された業務の執

行に留まらず、改善の提案をすることが実際の

職務行動やパフォーマンスを測る上で重要であ

ることが分かる。

また、公務員を対象とした組織コミットメン

トの研究では、組織への一体性が強いほど職務

の満足度が高いことを示している（Selden and

Brewer，２０００；Bright，２００８）。個人と組織の一

体性とは、具体的に、組織の目標と職員の目標

が近いこと等が挙げられる。

政策形成の機会と職務意欲に関する研究成果

は、行政組織において PSMは職務の満足度を

通じて職員の業務パフォーマンスを左右する重

要な要素であることを示している。また、その

PSMの高低には職員の政策形成・政策改善に

対する意欲が大きな影響を有していることが分

かる。加えて、職務の満足度は個人と組織の一

体性と深く関連していることが分かった。

� 人事政策と職務意欲

Chen（２０１１）は公的活動に携わる労働者の

意欲に関する研究で、公務員と NPOで働く職

員を対象に、業務に対するモチベーションに影

響を与える要因を分析している。Chenによる

と、公務員と比較して、NPOで働く職員の方

が職務に対する積極性が高い。分析の結果、両

者の差の要因は公的組織か非営利組織かという

セクターの違いではなく、「規則による拘束の

度合い（Rule Constraints）」にあることを明ら

かにしている。研究では、「規則による拘束」

に関して「人事に関する組織規則において、昇

進は主に業績に基づいているか」、「『組織の有

効性に負の効果を持つ何らかの組織規則・手続

き』を red tapeと定義した場合、あなたの組織

の red tapeのレベルはどの程度か」という設問

が設定されている。分析の結果、自身の職務環

境に関して、「組織規則では、昇進は業績に基

づかない」、「red tapeのレベルが高い」と回答

した職員ほど職務に対する積極性が低い結果と

なった。

公務員と NPO職員を対象とした研究から
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は、職務に関する非効率な規則・手続きや、業

績を反映しない人事制度が、公務員や NPO職

員の職務意欲を損なう可能性があること、さら

に、行政組織において特にそうした組織的特徴

が顕著であることが示されている。

２．公務員の職務意欲に関する政策

� 職員提案制度

１）制度の概要

職員提案制度とは、職員から事業に関する提

案を募集し、書類やプレゼンテーション等の審

査を経て事業を採択するものである。同制度

は、�事業改善による資源の有効活用と、�職

員の意欲および企画力の向上を主な目的とし

て１）、２００８年時点では市レベルにおいて約８割

の自治体で導入されている。多くの場合、提案・

採択された事業案や事業の改善案は市政の改善

に反映されている２）。

２）職員の意欲との関連

Ⅱ‐１�で参照した政策形成の機会と職務意

欲に関する研究成果からは、職員の政策形成・

政策改善に対する意欲が、職務意欲や業務パ

フォーマンスに大きな影響を及ぼしていること

が示された。また、職務の満足度を充足する上

で、個人と組織の一体性も重要であることが明

らかになった。

職員提案制度は職員の自主的な政策形成や提

案を推奨することで、政策形成への積極性を支

援するものと言える。職務意欲に関する研究成

果を踏まえると、職員提案制度は職員の政策形

成に対する関心や意欲の促進を通じて、職員の

PSM（職務意欲）を促進する効果が期待できる。

また、PSMと職務満足度、業務パフォーマン

スの研究成果を踏まえると、職務提案制度は、

職務の満足度の向上や業務パフォーマンスの向

上にもつながる可能性が期待できる。

組織コミットメントの研究では、個人と組織

の一体性が職務の満足度に寄与することが明ら

かになっている。この点、職員提案制度は、職

員による新規政策の提案や政策改善の提案を通

じて、職員（個人）と組織との間の目的・手段

に対する認識のギャップを埋める機能を果たす

ものであり、個人と組織の一体性を高める効果

が期待できる。

� 庁内公募制度

１）制度の概要

庁内公募制度は、庁内職員から希望する業務

やポストへの参画の申し出を募り、書類や面接

等の審査を経て当該職務に配置するものであ

る。公募対象となる職務分野や業務は事前に人

事担当部局によって設定されている場合もある

が、担当業務に限らず自治体行政全般を対象と

している自治体も多い３）。同制度は、�組織の

人的資源の活用と、�職員の業務への意欲向上

を主要な目的として１９９０年代後半から自治体で

徐々に導入され始め、２００８年時点では市レベル

において３割強の自治体で導入されている４）。

２）職員の意欲との関連

日本の多くの行政組織では、年功序列の人事

制度を採用している。Ⅱ‐１�で示した Chen

の研究では、業績を反映しない人事制度が、公

務員や NPO職員の職務意欲を損なう可能性が

あることが示された。日本の行政組織における

人事制度は、年功序列型の昇進制度にみられる

ように、職員の業績を評価の中心としない。

Chenの研究を踏まえると、日本の行政組織の

業績に基づかない人事制度は、職員の職務意欲

を減退させるおそれがある。

庁内公募制度は、職員が自ら希望する部署・

ポストに応募できるものであり、個々の職員の

能力や意欲を尊重する取り組みと言える。自治
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体によって庁内公募制にかかる選考基準は異な

るが、多くの場合、公募された事業課題に対す

る政策形成能力、企画力、積極性・チャレンジ

意識等が基準とされる。これは行政組織の人事

制度に部分的ではあるものの、能力や業績によ

る基準を組み込む取り組みと言える。このこと

から、庁内公募制度は、公務員の職務意欲の観

点から、より積極的な職務態度を醸成する人事

制度として意義がある。

�．職員提案制度および庁内公募制度の
実証分析

１．分析視点

� 基本的視点

ここまで、公務員の職務意欲に関する理論分

析によって確認したとおり、職員提案制度、庁

内公募制度はいずれも職員の職務への意欲の向

上を促進する効果が期待できる。しかし、両制

度の導入状況や実施状況には自治体によってば

らつきが見られる。職員提案制度は８割以上の

自治体が制度を導入済であるものの、「この３

年間（２００５年～２００７年度）で職員提案を市政（区

制）の改善に反映させた実績はありますか」と

いう問いに対して、「ある」と回答した自治体

は５７％（６０１市区のうち３４４市区）にとどまって

いる。また、庁内公募制度については、調査対

象となった市区のうち、取り組まれている市区

は３３％にとどまっている（２００８年時点）。

� 仮説

自治体による両制度の取り組みの差はどのよ

うな背景や要因から生じているのだろうか。本

稿では、自治体の職員提案制度と庁内公募制度

の取り組み状況に、行政組織の特徴、自治体の

財政状況、地域特性が影響を与えているのでは

ないかと考え検証を行った。

１）行政組織の特徴

�自治体の人的資源の余裕

職員提案制度は、職員が現在取り組んでいる

業務の他に（あるいは追加して）、自主的に新

規事業案や業務の改善案を検討し、提案するも

のである。したがって、業務体制にある程度の

人材資源の余裕がある自治体の方が、そうでな

い自治体に比べて取り組みやすい可能性があ

る。

また、庁内の人的資源に余裕がない自治体の

場合、一人の職員が複数の業務を横断的に担っ

ている可能性が高い。一人の職員が横断的に複

数の業務を担っている場合、個々のポストや業

務ごとに、公募人事を行うことは難しい。した

がって、庁内公募制度も職員提案制度と同様

に、ある程度の人的資源の余裕がある自治体の

方が、そうでない自治体に比べて取り組みやす

い可能性があるといえる。

こうした仮説に従い、行政組織の特徴の１つ

目として、市民一人あたりの行政職員数を変数

として設定し、自治体の人的資源の余裕を測る

指標とした。

�職員の年齢層

職員提案制度および庁内公募制度はいずれ

も、既存の政策形成プロセスや人事考査プロセ

スとは異なる新たな試みである。そのため、前

例に捉われない職員のアイディアや創意工夫を

推奨する開放性の高い組織ほど、両制度に取り

組みやすいと考えられる。こうした組織気風を

測る指標の設定は難しいが、ここでは行政職員

の平均年齢に着目した。職員の平均年齢が低い

組織ほど、開放性が高く、前例に捉われない傾

向が強いのではないだろうか。そこで行政組織

の特徴の２つ目として、行政職員の平均年齢を

変数として設定した。

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第５号（２０１３．３）

－６６－



２）自治体の財政状況

職員提案制度及び庁内公募制度は、いずれも

行政組織における行政活動である。したがっ

て、自治体の財政状況が両制度の実施状況に何

らかの影響を与えている可能性が高い。

�歳入の大きさ

自治体における財政状況と新規政策の関係を

考えてみると、財政状況が厳しい場合、現行の

政策実施やその効率化が中心になり、新規政策

に対する投資には消極的になると考えられる。

したがって、職員提案制度および庁内公募制度

は、財政的に余裕がある自治体ほど取り組みや

すいのではないだろうか。ここでは自治体の財

政規模に関する指標として、自治体の歳入額に

着目した。自治体に求められる行政サービスの

量は当該自治体の人口に左右される。そこで、

市民一人あたりの自治体歳入額を変数として設

定し、自治体の財政状況を示す１つ目の指標と

した。

�自主財源の割合

職員提案制度および庁内公募制度はいずれも

自治体の自主的な取り組みであり、自治体の自

主財源を主な資源として取り組まれている。そ

のため、財政規模が同程度であった場合、自主

財源の割合が高い自治体の方がより両制度に取

り組みやすいと考えられる。そこで、自治体の

財政状況を示す指標の２つ目として歳入総額に

占める地方税の割合を変数として設定し、自治

体の自主財源の割合を示す指標とした。

�財政のゆとり

自治体財政に余裕がある自治体の方が、職員

提案制度や庁内公募制度のような新規政策に取

り組みやすいという視点は前述した通りである

が、財政の余裕については、公債率も重要であ

る。財政規模が大きくても公債率が高ければ、

やはり新規政策に対する投資には消極的になる

と考えられる。そこで、実質公債費比率を変数

として設定し、自治体の財政状況を示す３つ目

の指標とした。

３）地域特性

自治体行政は地域から多くの行政資源を得て

おり、また、地域特性にあった政策展開を行っ

ている。したがって、自治体の政策のありかた

は地域の社会経済的状況によって異なる。本稿

が対象とする政策提案制度や庁内公募制度もそ

うした地域特性から影響を受けている可能性が

高い。ここでは特に地域の経済状況に着目し

た。地域全体の経済規模が大きく経済的に活気

がある地域ほど、新規政策への取り組みも積極

的になると考えられる。そこで、地域の全体の

経済規模を示す指標として、市民一人あたりの

課税所得を変数として設定した。

２．分析対象

� データ

本稿では、「職員提案制度」および「庁内公

募制度」の実施状況のデータとして、日本経済

新聞社産業地域研究所が２００８年に実施した「全

国市区の行政比較調査」の結果を用いた５）。調

査は全国７８３市と東京２３区を対象に２００８年８月

から１０月に実施され、「職員提案制度」につい

ては７４９市区（回答率９２．９％）、「庁内公募制度」

については７４６市区（回答率９２．５％）から回答

を得ている。

� 変数の設定

調査では、行政革新に関する設問として、職

員提案制度と庁内公募制度の有無が質問されて

いる。調査時点（２００８年８月～１０月）で職員提

案制度を「設けている」という回答には１を、

「来年度末までに設ける予定」、「設ける方向で

検討中」、「設けていない」という回答には０を

公務員の職務意欲の促進を図る自治体政策の実証分析
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割り当てて二値変数とし、これを被説明変数と

した。また、庁内公募制度についても同様に、

「設けている」という回答には１を、それ以外

の回答には０を割り当てて二値変数とし、被説

明変数とした。

前述の仮説に基づき、説明変数は行政組織の

特徴に関する変数を２つ、自治体の財政状況を

状況に関する変数を３つ、地域特性に関する変

数を１つ、合わせて６つ設定した（表１）。１

つ目は「市民一人あたりの行政職員数」である。

一般行政職員数（２００８年）を人口総数（２０１０年）

で除したもの６）を用いた。２つ目は「行政職員

の平均年齢」である。一般行政職職員の平均年

齢（２００８年）７）を用いた。３つ目は「市民一人

あたりの自治体歳入額」である。歳入決算総額

（２００９年）を人口総数（２０１０年）で除したもの８）

を用いた。４つ目は「歳入総額に占める地方税

の割合」である。地方税額（２００９年）を歳入決

算総額（２００９年）で除したもの９）を用いた。５

つ目は「実質公債費比率」で２００９年のものを用

いた１０）。６つ目は「市民一人あたりの課税所得」

である。課税対象所得（２００８年）を人口総数（２０１０

表１ 分析に用いた変数

質問項目 回答（変数の値）

施策・事務事業改善を目的にした職員提案制
度を設けていますか＊。

設けている（＝１） 来年度までに設ける予定、
設ける方向で検討中、設けていない（＝０）

職員の人事で、職員が自ら希望する部署・ポ
ストに応募できる制度（庁内公募制度）を設
けていますか＊＊。

設けている（＝１） 来年度までに設ける予定、
設ける方向で検討中、設けていない（＝０）

市民一人あたりの行政職員数
一般行政職員数（２００８年）を人口総数（２０１０年）
で除したもの

行政職員の平均年齢 一般行政職職員の平均年齢（２００８年）

市民一人あたりの自治体歳入額
歳入決算総額（２００９年）を人口総数（２０１０年）で
除したもの

歳入総額に占める地方税の割合
地方税額（２００９年）を歳入決算総額（２００９年）で
除したもの

実質公債費比率 実質公債費比率（２００９年）

市民一人あたりの課税所得
課税対象所得（２００８年）を人口総数（２０１０年）で
除したもの

＊および＊＊の項目は、日本経済新聞社産業地域研究所のアンケート質問項目による１２）。

表２ データの記述統計

最小値 中央値 平均 最大値 標準偏差

職員提案制度 ０ １ ０．７９８６ １ ０．４０１３１７
庁内公募制度 ０ ０ ０．３２２２ １ ０．４６７６５２
市民一人あたりの行政職員数 ０．００１９ ０．００５ ０．００５４３４ ０．０１４８ ０．００２０２６
行政職員の平均年齢 ４０．００ ４４．００ ４３．７７ ４８．００ １．５２８８８０
市民一人あたりの自治体歳入額 ０．２４７ ０．４０１２ ０．４３５２ ３．８６３８ ０．１７９９９１
歳入総額に占める地方税の割合 ０．０２２２ ０．３３４３ ０．３３８５ ０．６３０１ ０．１３０２２
実質公債費比率 ０ １３ １２．６９ ３７ ５．０７９４３７
市民一人あたりの課税所得 ０．６２８３ １．２９２ １．３１２５ ３．０１２８ ０．２９３７５９
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年）で除したもの１１）を用いた。

なお、分析に用いたデータの記述統計は表２

の通りである。

３．モデル・分析方法

「職員提案制度」の分析においては、「職員提

案制度」の有無を被説明変数とし、「市民一人

あたりの行政職員数」、「行政職員の平均年齢」、

「市民一人あたりの自治体歳入額」、「歳入総額

に占める地方税の割合」、「実質公債費比率」、「市

民一人あたりの課税所得」を説明変数とし、ロ

ジスティック回帰分析モデルを用いて分析を

行った。また、「庁内公募制度」の有無につい

ても同様に、「職員提案制度」の有無を被説明

変数とし、「市民一人あたりの行政職員数」、「行

政職員の平均年齢」、「市民一人あたりの自治体

歳入額」、「歳入総額に占める地方税の割合」、「実

質公債費比率」、「市民一人あたりの課税所得」

を説明変数とし、ロジスティック回帰分析モデ

ルを用いて分析を行った。ロジスティック回帰

分析により、「職員提案制度の有無」、「庁内公

募制度の有無」に対する各変数の影響を独立的

に分析することが可能である。

ロジスティック回帰分析は、従属変数 y が

２値のデータについて各事象の起こる確率の対

数オッズを p 個の説明変数��で回帰する。y が

１と０の値をとるとして、y＝１が起こる確率

を����、y＝０が起こる確率を����、ロジス

ティック回帰係数を��とすると次式�とな

る。

��
����

����
��������������� �

また、y＝１が起こる確率����は次式�とな

る。

�����
�

������������������� �
�

����が起こる確率は、�����������により

与えられる。これらの確率を基に、尤度関数を

定義し、尤度を最大にするような��（i＝１，…，

p）を求める。

なお、本稿の統計解析には、統計ソフトウェ

ア R‐２．１３．１を用いた。

�．分析結果

１．分析結果

� 職員提案制度

ロジスティック回帰分析により、「職員提案

制度」の有無を被説明変数とし、「市民一人あ

たりの行政職員数」、「行政職員の平均年齢」、「市

民一人あたりの自治体歳入額」、「歳入総額に占

める地方税の割合」、「実質公債費比率」、「市民

一人あたりの課税所得」を説明変数とし分析を

行った。

分析の結果、行政組織の特徴に関する２変数

は、「市民一人あたりの行政職員数」について

は P値が０．５８３５、「行政職員の平均年齢」では

P値が０．５８６８であり、いずれも１０％棄却水準で

も有意な結果とならなかった。

自治体の財政状況を状況に関する３変数につ

いては、「市民一人あたりの自治体歳入額」と

「歳入総額に占める地方税の割合」は、それぞ

れ P値が０．７０５６と０．９８５となり、いずれも１０％

棄却水準でも有意な結果とならなかった。

「実質公債費比率」は、P値は０．０９２９で、１０％

棄却水準において有意な結果を得た。また、地

域特性に関する変数として設定した「市民一人

あたりの課税所得」については、P値は０．０５６０

となり、１０％棄却水準において有意な結果と

なった。

分析により、職員提案制度に取り組んでいる

自治体の特質として、実質公債比率が低い、あ
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るいは、市民一人あたりの課税所得が大きいこ

とが明らかになった（表３）。

� 庁内公募制度

ロジスティック回帰分析により、「庁内公募

制度」の有無を被説明変数、「市民一人あたり

の行政職員数」、「行政職員の平均年齢」、「市民

一人あたりの自治体歳入額」、「歳入総額に占め

る地方税の割合」、「実質公債費比率」、「市民一

人あたりの課税所得」を説明変数として分析を

行った。

分析の結果、行政組織の特徴に関する２変数

は、「市民一人あたりの行政職員数」について

は P値が０．５０１０３、「行政職員の平均年齢」で

は P値が０．２６９３６であり、いずれも１０％棄却水

準でも有意な結果とならなかった。

自治体の財政状況を状況に関する３変数につ

いては、「市民一人あたりの自治体歳入額」と

「実質公債費比率」は、それぞれ P値が０．１１７０１

と０．１５４５９となり、いずれも１０％棄却水準でも

有意な結果とならなかった。

「歳入総額に占める地方税の割合」は、P値

は０．０２６３４で、５％棄却水準において有意な結

果を得た。また、地域特性に関する変数として

設定した「市民一人あたりの課税所得」につい

ては、P値は０．００１０４となり、１％棄却水準に

おいて有意な結果となった。

分析により、庁内公募制度に取り組んでいる

自治体の特質として、歳入総額に占める地方税

の割合が高い、あるいは、市民一人あたりの課

税所得が大きいことが明らかになった。

２．考察

� 仮説の検証

本稿では、自治体の職員提案制度と庁内公募

制度の取り組み状況に、行政組織の特徴、自治

体の財政状況、地域特性が影響を与えているの

ではないかと考え、検証を行った。

表３ ロジスティック回帰分析の結果

説明変数 職員提案制度 庁内公募制度

定数項
２．１６０３
（０．５８３５）

－１１．６０２７ ＊＊＊

（０．０００４１）

市民一人あたりの行政職員数
６８．２８２３
（０．５８６８）

７３．２１６３
（０．５０１０３）

行政職員の平均年齢
－０．０８６９
（０．２３８５）

０．０６６５
（０．２６９３６）

市民一人あたりの自治体歳入額
－０．７８０３
（０．７０５６）

２．７１９５
（０．１１７０１）

歳入総額に占める地方税の割合
－０．０３２９
（０．９８５）

３．０６９６ ＊

（０．０２６３４）

実質公債費比率
－０．０４７６ ＋

（０．０９２９）
０．０３２７

（０．１５４５９）

市民一人あたりの課税所得
０．３２９５ ＋

（０．０５６０）
０．４２２７ ＊＊

（０．００１０４）

データ数
AIC

７２３
５５６．２８

７２０
７６４．６３

＊＊＊ p＜．００１ ＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５ ＋p＜．１０
各セルの上段が推定された係数、下段が P値を表す。
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１）行政組織の特徴との関連

行政組織の特徴を示す指標として市民一人あ

たりの行政職員数と行政職員の平均年齢を変数

として設定したが、検証の結果、両制度とも行

政組織の特徴との関連は示されなかった。つま

り、組織の人的資源の余裕ある組織ほど、ある

いは、職員の平均年齢が低いほど両制度に取り

組みやすいという仮説は支持されなかった。今

回は正の相関も負の相関も確認されなかったこ

とから、人的資源が乏しいため、組織内の人的

資源活用の手段として両制度を導入したという

関連も考えにくい。

この結果から、行政組織上の特性や人事政策

上の必要性によって職員提案制度や庁内公募制

度が導入されている可能性は低く、それ以外の

要因が強いと考えられる。

留意すべき点として、今回の分析では、開放

性が高い、あるいは前例に捉われにくいといっ

た組織気風を図る指標として職員の平均年齢を

用いたが、変数の選択に関しては検討の余地が

残る。

２）自治体の財政状況

自治体の財政状況については、財政的な規模

やゆとりに関する指標として、市民一人あたり

の自治体歳入額、歳入総額に占める地方税の割

合、実質公債費比率を変数として設定し、両制

度の導入状況との関連を検証した。検証の結

果、職員提案制度は、制度の導入状況と実質公

債費比率との間に負の相関が確認できた。つま

り、公債比率が低く財政的に余裕がある自治体

ほど職員提案制度に取り組みやすいという仮説

は支持された。また、庁内公募制度については、

制度の導入状況と歳入総額に占める地方税の割

合の間に有意な関係があることが確認できた。

この結果から、自治体の自主財源の割合が大き

いほど庁内公募制度に取り組みやすいという仮

説が支持された。

これらの検証結果から、職員提案制度や庁内

公募制度の取り組みが進んでいる自治体の特徴

として、財政の質の面での健全性が高いことが

明らかになった。

３）地域特性

地域特性については、地域の全体の経済規模

を示す指標として、市民一人あたりの課税所得

を変数として設定し検証を行った。検証の結

果、職員提案制度および庁内公募制度はいずれ

も市民一人当たりの課税所得と正の相関が確認

できた。つまり、地域全体の経済規模が大きく、

経済的に活気がある地域ほど、両制度への取り

組みに積極的であるという仮説は支持された。

�．おわりに

本稿では、公務員の職務意欲の向上を促進す

る自治体政策の意義の解明と導入要因の解明を

目的として、分析を行った。

職務意欲を促進する自治体政策の意義につい

ては、公務員の職務に関する理論として PSM

理論を参照し、職員提案制度と庁内公募制度の

効果について理論的裏付けを行った。理論分析

の結果、職員提案制度は職員の政策形成への関

心や意欲の促進を通じて、職員の職務意欲を向

上させる効果が期待できることが確認された。

また、庁内公募制度は業績による評価の導入を

通じて、積極的な職務態度を醸成する人事制度

として意義があることを確認した。続いて、全

国市区の職員提案制度と庁内公募制度の導入状

況に関する調査データを用いて、両制度の取組

み状況と行政組織の特徴、自治体の財政状況、

地域特性との関係を分析した。その結果、取り

組み状況の差は、行政組織の特質よりも自治体

の財政状況や地域の経済規模と関連があること

公務員の職務意欲の促進を図る自治体政策の実証分析
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が明らかになった。

最後に、今回の実証分析では職員提案制度お

よび庁内公募制度の取組み状況と強く関連する

指標を設定することができなかった。今後さら

に調査分析を進め、自治体首長の党派性や前職

といった政治的要素や、自治体間の相互参照の

ような要素も加味した分析を行いたい。

１）新潟県総務部人事課「新潟県における公募人事に
ついて」『地方公務員月報』４４１、２０００年、１４頁。松
山市総務部人事課「松山市における庁内公募制度に
ついて」『地方公務員月報』４４５、２０００年、４６頁。

２）日本経済新聞社産業地域研究所による２００８年調査
では、調査時点において回答した７４９市のうち、６０１
市が職員提案制度を導入済と回答している（８０％の
市において導入済）。さらに、職員提案制度を導入
済と回答した６０１市のうち、３４３（５７％）の市が２００５
年から２００７年度の３年間で職員提案を市政に反映さ
せた実績があると回答している。日本経済新聞社産
業地域研究所（２００９年）『２００８年全国市区の行政比
較調査データ集』日本経済新聞社産業地域研究所、
５６‐１６９頁。
３）神奈川県企画部政策課「職員提案事業について」
『自治体学研究』８９、２００４年、８９頁。富山県人事課・
計画課「職員提案制度と政策情報誌による事務改善
の取組み」『地方公務員月報』４４２、２０００年、１５頁。

４）日本経済新聞社産業地域研究所による２００８年調査
では、調査時点において回答した７４６市のうち、２４９
市が導入済と回答している（３３．３％の市において導
入済）。日本経済新聞社産業地域研究所（２００９年）
前掲書。
５）同上書。
６）一般行政職員数は総務省（平成２０年４月）「平成
２０年地方公務員給与実態」、人口総数は統計局（平
成２４年６月）「市区町村のすがた２０１２年」を用いた。

７）一般行政職職員の平均年齢は総務省（平成２０年４
月）「平成２０年地方公務員給与実態」を用いた。

８）歳入決算総額および人口総数は、統計局（平成２４
年６月）「市区町村のすがた２０１２年」を用いた。

９）地方税額および歳入決算総額は、統計局（平成２４
年６月）「市区町村のすがた２０１２年」を用いた。

１０）実質公債費比率は統計局（平成２４年６月）「市区
町村のすがた２０１２年」を用いた。

１１）課税対象所得は統計局（平成２２年６月）「市区町
村のすがた２０１０年」、人口総数は統計局（平成２４年
６月）「市区町村のすがた２０１２年」を用いた。

１２）日本経済新聞社産業地域研究所（２００９年）前掲書、
１６頁。
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